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1 .問題の所在
泉*
現代日本において， r多文化共生社会」という語が認知されるようになってまだ
日は浅いが，本格的なグローバリゼーションの進展により，来日する外国人労働者
や移民が増加し，その重要性は大きくなるばかりである。
1980年代なかばまでの日本において，外国人といえば，戦前・戦中の強制連行な
ど歴史的な経緯により居留している韓国・朝鮮の人々を除けば，外国企業の駐在員，
駐留アメリカ軍人，スポーツ・音楽・芸能などの興行目的の人々，観光客などしか
なかった。そして，こうした外国人を目にするのは，外国企業の駐在員なら東京周
辺，駐留アメリカ軍人なら基地周辺，観光客なら京都や箱根などの観光地に限られ
ていた。また，これらの人々は，長短の差はあるが一時的な「滞在」であり，観光
客を除いては， r出入国管理および難民認定法(以下， r入管法」と記述する)Jで
定められた「活動に関する在留資格」に基づいて入国した人々であった。
しかし， 1990年の入管法にかかわる法務大臣の通達により， r日系人」と呼ばれ
る三世とその家族に，活動に制限のない「定住者」という在留資格が与えられるこ
とになり，情勢が大きく変化した。かつて，日本から仕事を求めて移民として海外
へ出国した人々の子孫が，今度は，逆に日本の労働市場をめざして，大挙して入国
し定住するようになったからである。日本は，移民の送り出し国から受け入れ国に
なったので、ある。この日系人たちを受け入れたのは， 1990年代初めのパフ守ル景気で、
労働者不足に陥っていた全国各地の工業地帯や土木工事現場を主とする広範な地域
であった。
このような状況は，単なる「国際化」ではなく， r内なる国際化」と呼ぶべきで
ある。従来， r国際化」の進展に対応して，学校教育の場では国際理解教育の必要
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性が叫ばれ，もっぱら外国の異文化を学ぶための教材開発がおこなわれてきた。し
かし， i内なる国際化J，つまり「多文化共生社会」の時代においては，日本に異文
化が入り込み，日本独自の文化と接触することで，文化摩擦が生じる O それは，さ
まざまなトラブルを呼ぴ，社会問題化する。したがって，今後は，単なる異文化理
解に終始するのではなく，一歩踏み込んで， i内なる国際化」から生じた「多文化
共生社会」の課題を正しく認識し，その解消を図ることがもとめられる O
本稿では，まず，日本社会における「多文化共生社会」到来の状況の確認と，そ
こで生じる課題を明らかにするO 次に，その課題を解消するために日本社会におけ
る「移民」の意義を明らかにしたうえで，歴史学習において「移民」を教授するた
めの教材開発の可能性を明らかにする O
ただし，この「内なる国際化」は，日本のいくつかの地域で急速に見うけられる
ようになったのであり，そうではない地域との差は大きいc 当然，それぞれの地域
に住む日本人の，外国人に対する認識も差があるであろう。したがって，学校教育
においても， i多文化共生社会Jをテーマとする学習を行う場合，その差を十分に
考慮に入れる必要がある O それは，児童・生徒の直接的な経験，つまり，ここでは，
外国人と出会ったり話をしたりなど，直接かかわったことがあるか否かで，その学
習への興味・関心の質・量が大きく異なるからである。
2 .多文化共生社会の到来とその課題
(1)多文化共生社会の状況
多文化共生の状況を認識する lつの手段として，まず，法務省の外国人登録者統
計を利用する O それによれば，まず，外国人登録者数は， 2001 (平成13)年末で，
177万8462人(前年比5.5%の増加)で，日本の総人口 1億2729万749人(同年10月
1日現在の推計人口)の約1.4%を占めている O また，年次変化を見ると， 1992 
(平成 4)年の128万1644人から，急激に増加していることがわかる O この10年間の
増加率は， 38.8%である。同じ10年間の日本国籍保持者の増加数がごくわずかであ
るのと比べると，大きな相違が認められる。〈表1)
次に，国籍(出身地)別の登録者数の統計によれば， 2001年末の国籍(出身地)
数は182か国にのぼる O このうち，オールド・カマーと呼ばれる韓国・朝鮮出身者
とその家族の数は， 63万2405人で全外国人の35.6%を占め最も多いが， 10年前の
1992年に68万8144人で53.7%を占めていたことと比べれば，全体に占める割合は急
激に減少している。しかし，韓国・朝鮮籍の人々の絶対数は微減にとどまるc それ
も，最初の世代が日本に入国してから年数が経ち，世代交代が進んで同化が進み，
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表 1 国籍(出身地)別外国人登録者数の推移(各年末現在)
国籍 平成4年 平成6年 平成8年 平成10年 平成12年 平成13年
(出身地) -1992 -1994 -1996 -1998 -2000 -2001 
総 数(人) 1.281，644 1.354，011 1，415，136 1，512，116 1.686.444 1，778，462 
韓国・朝鮮(人) 688，144 676，793 657，159 638，828 635.269 632，405 
|構成比(%) 53.7 50 46.4 42.2 37.7 35.6 
中国(人) 195，334 218.585 234，264 272，30 335，75 381.225 
l構成比(%) 15.2 16.1 16.6 18 19.9 21.4 
ブラジル(人) 147，803 159，619 201，795 222，17 254，394 265.962 
|構成比(%) 11.5 11.8 14.3 14.7 15.1 15 
フィリピン(人) 62，218 85，968 84.509 105，308 144.871 156，667 
l構成比例) 4.9 6.4 6 7 8.6 8.8 
ベルー(人) 31，051 35.382 37，099 41，317 46，171 50，052 
!構成比(%) 2.4 2.6 2.6 2.7 2.7 2.8 
アメリカ合衆国(人) 42.482 43，320 44，168 42.774 44，856 46.244 
|構成比例) 3.3 3.2 3.1 2.8 2.6 2.6 
そ の他(人) 114，612 134，344 156.142 189，442 225，308 245，907 
|構成比例) 9 9.9 11 12.6 13.4 13.8 
(法務省外国人登録者統計， 2002年10月現在)
日本国籍を取得する人々も増えたからであり，実際に，朝鮮半島にルーツを持ち，
その文化を受け継いでいる人の集団は，それほど大きく減っていないことが考えら
れる O
国籍(出身地)別の統計で，第 2位は中国の出身者とその家族であるC この10年
間増え続けており， 2001年末には， 38万1225人となり前年比が13.6%の増加であり，
最近になって，急激に増えていることがわかる。増加した部分の人々は，中国から
の「帰国者J，つまり，日本人の子孫とその家族であるO いわゆる「残留孤児」と
よばれ，第2次世界大戦前および戦中に中国東北部(満州U に日本から移住した
人々の子孫で，日本の敗戦直後の混乱の中で日本に帰還できずに成育した人々であ
る。日本政府は， 1981年から来日調査を行いそれに基づいて帰国を認めてきたが，
前述した1990年の入管法の改定により条件が緩和されて一段と増加し， 2001年には，
全体の21.4%に達した。
第3位は，ブラジル出身者である O このブラジル人のほとんどは，日本人の三世
とその家族である「日系人」で，これも1990年の入管法の改定後， 1998 (平成10)
年を除いて増え続け， 2001年末には26万5962人，全体の15%に達している O ブラジ
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ルからの「出稼ぎ」が始まった背景としては1988年頃からブラジルで急激なインフ
レーション(ハイパー・インフレ)が起こり，国内経済が悪化したことがあげられ
るO つまり， 日本に「出稼ぎJ目的で入国したわけで，日本のパブツレ景気を目当て
としたのである O しかし，ブラジル経済が小康を得たのに対し，バブルの崩壊によ
って日本経済が失速したにもかかわらず入国が増え続けているのには，不思議な感
があるが， i出稼ぎJ型から「定住」型に変わっているのは確かである o i出稼ぎ」
は，一定期間にある程度の金を蓄え，それを持ち帰って母国でよい暮らしをするの
が目的である。日本経済の失速によって「出稼ぎ」は不可能になったが，その情報
がブラジルに正確に伝わっておらず，帰国者の裕福な生活を見て多くの人々が日本
を目指すのである。彼らは，日本に着てから現実を知り， i定住」せざるを得なく
なるのである。
第4位はフィリピン出身者であるが， 1995 (平成7)年を除いて，小幅ながら増
え続けている O フィリピン出身者の場合，女性が多く，芸能活動を中心とした「興
行」という資格で入国し，滞在中に日本人の男性と結婚して， i日本人の配偶者」
となり「定住」する資格を得るのが一般的である O また，日本の農村の過疎解消の
ための国際結婚による場合もある O
第5位はベルー出身者であるが，ブラジル出身者と同様の状況である。 1998(平
成10)年までは，アメリカ合衆国に続いて第 6位であったが，逆転した。そのアメ
リカ合衆国出身者は，数的には，ほぽ横ばい状態である。
次に，都道府県別の登録者数の統計を見ると，第 1位の東京をはじめとする上位
10都府県で全体の約70%を占めているのは注目に値する o 1990年以降増加した中国
および，ブラジル，ベルーなどのラテンアメリカから入国した，一般にニューカマ
ー(新渡日の人々)とよばれる人々の特徴として，一部の地域に偏在することがあ
げられる o <表2)
ブラジル人は特に顕著で，愛知県の豊田市と豊橋市，静岡県の浜松市，群馬県太
田市と大泉町に，集住している。そこには，パブ、ル景気の期間に特に労働力不足と
なった自動車産業などの機械工業があるのである O それらの地域では，日系ブラジ
ル人のコミュニテイが形成され， i定住」が進むことでその文化が維持される。日
系人ではあるが，文化はブラジル固有のものである O それは，例えば食文化や宗教
生活などに典型的に現れる。ブラジルには， iシュラスコ」と呼ばれる大きな肉の
塊を焼く料理があり，一般の日本の肉屋で、は扱っていないが，この地域では，専門
の業者が供給している。コミュニティのあるところには，ブラジル料理のレストラ
ンや，ブラジルの食品を扱う専門庖があり，新聞や雑誌，ピデオなどを取り寄せて
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表2 都道府県別の総人口に占める外国人登録者数の割合(上位15位)
(%) 
順位 都道府県名 1990 1995 2000 
1 東 京 都 9.59 9.38 9.50 
2 大 阪 府 7.07 7.01 6.94 
3 神 三耳ミ二 JI 県 6.46 6.57 6.69 
4 愛 知 県 5.41 5.47 5.55 
5 埼 玉 県 5.18 5.38 5.47 
6 千 葉 県 4.49 4.62 4.67 
7 ~t 海 道 4.57 4.53 4.48 
8 兵 庫 県 4.37 4.30 4.37 
9 福 岡 県 3.89 3.93 3.95 
10 静 岡 県 2.97 2.98 2.97 
11 茨 城 県 2.30 2.35 2.35 
12 広 島 県 2.31 2.29 2.27 
13 尽 都 府 2.11 2.09 2‘08 
14 新 潟 県 2.00 1.98 1.95 
15 r封~ 城 県 1.82 1.85 1.86 
(法務省外国人登録者統計， 2002年10月現在)
販売している。また，彼らのほとんどはカソリックのクリスチャンであり，それぞ
れキリスト教会にかよっている。このため，教会はブラジル人やポルトガル人の司
祭や助祭を派遣して，ブラジル人がポルトガル語でのミサに参加できるようになっ
ている O ベル一人も混住している場合，ポルトガル語とスペイン語のミサが隔週で
おこなわれたりする。いずれにしても，レストランや食材庖，教会がコミュニテイ
の中心的役割を果たし，労働条件や生活上の情報を交換する場となっている。
このように，観光や留学など一時的な滞在ではなく，日本を生活の場として定住
する外国人が増えたことで，日本社会は「多文化共生社会jになったと言えよう O
( 2 )多文化共生社会の課題
1990年代以降， r多文化共生社会」が短い期間で本格化したために，現在，ニュ
ーカマーの外国人とそれを取り巻く日本各地の地域社会には，さまざまな課題が生
じている。その課題を筆者なりにまとめてみると，以下に述べるように，言語，制
度および偏見の 3つの範障に分けることができる。
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①言語にかかる課題
言語上の課題は，多くのニューカマーの外国人が日本語を読み・書き・会話がで
きないことである。日本に住む外国人にとって日本語が不自由であることは，情報
が不足し，生活上の困難を伴う O 例えば，病気になったとき，病院で自分の症状を
説明したり，医師から診断結果を開いたり，また治療方法や投薬について説明を受
けたりすることが不十分になる O 症状が痛みであるとき，片言の日本語で「イタイ」
とは言えても，日本人がよく言う「きりきりする痛み」や「重い痛み」など微妙な
ニュアンスを伝えることはできない。また，多くの外国人は，医療費を節約するた
めに病気が進んでから初めて通院するため，言葉が通じないことが致命的となるこ
ともある O また，仕事においても，母国において高等教育を受けて学力があっても，
言葉がわからなければ一般事務職はもちろんのこと，十分なコミュニケーションが
とれないため営業職も無理であり，結局，工場や建築現場での単純労働が主となり，
賃金面でも不利である O
言語上の課題は，ニューカマーの外国人児童・生徒の教育においてより深刻であ
るO 独自の民族学校を整備している韓国・朝鮮籍の人々や，費用のかかるアメリカ
ンスクールに通える英語圏出身の人々を除いて，ほとんどの外国人児童・生徒は，
日本の公立学校に通っている。公立の小・中学校であれば費用もかからないからで
ある O しかし，日本語の指導が必要な外国人児童・生徒は，家族単位での入国が増
えるとともに年々増え続け，平成13年度で全国に約 1万9000人はいるとされ，彼ら
にとって，日本語でおこなわれる授業は理解しづらいはずである O 学力の低下は否
めない。日本語の習得については自治体によって対策はさまざまであるが，筆者の
住む広島市の場合，外国人児童・生徒一人当たり 120時間の日本語指導が専門の教
員や指導協力者によりおこなわれている。
また，低年齢の場合，第2言語の習得は早いが，親たち家族が日本語の習得が十
分でない場合，家庭内で言葉が通じにくくなる障害も発生している。さらに，親な
どが保護者として学校にかかわることも難しく，当然知るべき情報が児童・生徒の
家庭に届かない場合がある。
多くの日本人は，外国人なら英語がわかるだろうという誤ったイメージ・思い込
みがあり，日本語も英語も理解できないという状況を想定してないところに大きな
問題があるだろう O
②制度かかる課題
制度上の課題としては，在留資格更新の手続きや職業選択，医療・社会保険，参
政権などが挙げられる o 1990年の入管法改定以前に多かった例として， I観光」や
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「留学」などの資格で入国したうえで，建築現場など簡単に就業できるところで働
いているうちに，在留期間が過ぎてしまうことがあった。このいわゆる「オーバ
ー・ステイ」は，不法とされ，正式な在留資格の申請や更新ができなくなるだけで
なく，逮捕・拘留・強制送還となる場合がある。 1980年代後半は，特に建築現場な
ど 3Kと呼ばれた職場を日本人が敬遠したため，労働者不足が深刻で、，雇用者も
「オーバー・ステイ」を承知で外国人を雇ったのである。 1990年以降は，日系人の
家族，あるいは，日本人と国際結婚をして「日本人の配偶者」という在留資格で入
国・定住していた人が，離婚などによって在留資格を失い，生活の基盤が日本にあ
るにもかかわらず帰国しなければならなくなるという例も多い。
将来的に，日本に定住・永住する外国人が増えてくると，雇用先の怠慢などによ
り社会保険の適用を受けていない場合，退職後の生活が保障されないことが出てく
るであろう。
また，定住・永住する外国人の子供にとって，日本の教育制度は不利である。多
くの日本人の子供が高等教育を受け，社会に出るのに対して，外国人の子供が進学
を断念することが多い。中学校までは，義務教育であるから費用もかからないが，
高校からはかなり割高な費用がかかるという経済的な理由もあるが，高校あるいは
大学への入学試験制度において，日本語が十分理解できない外国人生徒のための優
先制度がほとんどないことも一因である O 海外に勤務する親とともに外国で教育を
受けた子供が帰国して入学試験を受ける場合や，海外の外国人が日本の高校・大学
に留学する場合には，それぞれ優先制度があるのにくらべて，日本人の生徒と同じ
条件で受験するのは大きく不利である O
ヨ偏見にかかる課題
言語や制度上の課題を克服できたとしても，心の問題，つまり日本人から受ける
偏見という課題はなかなか解消されない。
特に，日本人は，同質性を優先し，異質なものを排除する傾向にあり，マイノリ
ティに対する圧力が強い。その上，日本では，明治政府の欧化政策により欧米人
(つまり白人)やその文化を尊重することが主流となったのと対照的に，欧米人以
外(つまり有色人種)の文化への蔑視から脱亜入欧論が支配的となった。このため，
特に，アジアやアフリカ，ラテンアメリカなどの第三世界出身の人々に対する偏見
が生じ易い。この結果，ニューカマーに対して日本人が持つ偏見や蔑視が，ニュー
カマーの不満と不信感を生み出している O
その典型が，住居を賃借する際のトラブルである。多くの日本人家主は，外国人，
とくに有色人種に住居を貸すことを避ける傾向にある O 白人のほうが比較的借り易
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いといわれる。これは，有色人種の家賃の支払い能力を疑うのであるが，それこそ
偏見であるといえよう O 日本人でも，白人でも，借りる時点で支払い能力を完全に
把握することはできないはずである O また， 1外国人が増えると犯罪が増えて，治
安が悪くなるjということもよく言われる O これとても，テレビや新聞で外国人の
犯罪が報道されやすいためであり，日本人の犯罪が減っているわけではない。とく
に，経済状況が悪化している近年は，犯罪の低年齢化が進み，全体として犯罪は増
加傾向にあると指摘されている。
ニューカマーの大部分を占める「日系人」の場合，問題はさらに深刻である O 彼
らは，母国では， 1日本人」とよばれマイノリティとしての悲哀を祇めてきたわけ
だが， 1日本人」というアイデンティティをその支えとして生活してきた。ところ
が，彼らがその祖先の母国である日本に帰った途端にこんどは， 1日系ブラジル人」
「日系ベルー人」とよばれ，再びマイノリテイの立場に置かれる。日本において，
日本語が完壁でない彼らはあくまでも「外国人Jと見なされるのである。ここで彼
らのアイデンティティは大きく揺らぐことになる O
現在の入管法は，アメリカの移民法をモデルに戦後作られたものであるが， 1移
民」ではなく「出入国管理」としたのは，外国人が日本に定着することを想定せず，
また，むしろ排除しようという当時の立法府の考え方が反映したものであるといわ
れる O しかし，労働者として定住する外国人が大部分を占める現在，彼らを「移民」
として認識し，その課題を克服しなければならない。
過去，日本では，外国人を同じ社会の成員と認めることは一般的ではなく， 1一
時的な滞在者である」という認識が普通である。このため， 1日本での生活が気に
入らなければ母国に帰れば良いJという，単純で乱暴な排斥論が出てくるのである O
このような偏見や誤解をなくして，地域社会の一員として迎え，共に協力して社
会を発展させていくために何が必要なのかといえば，筆者は，外国人が日本に定住
するようになった理由やその背景を正しく認識することであると信じる O そこで，
日本における「移民jとその歴史について，どのような視点で認識すればよいか，
以下，考えてみる。
3 .移民史の学習
( 1 )移民史を学習することの意義
前項で述べたように，近年日本へ入って来る移民 (1入移民J)は，かつて日本か
ら出て行った移民 (1出移民J)と無関係で、はない。しかし，現代日本において，ブ
ラジル人やペル一人などを中心とする「入移民」の課題を考察するとき， 20世紀初
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頭から第2次世界大戦をはさんで1960年代末まで続く，ハワイ，北アメリカ，ラテ
ンアメリカなどへの「出移民」の歴史認識が存在しない。
それは，従来の初等・中等教育において，日本の「出移民」の歴史については，
ほとんど扱われてこなかったからである O 例えば，高等学校の日本史教科書におい
ていえば， 1906年のアメリカ合衆国西海岸における「日本人学童融離事件」と「日
本人排斥運動」だけが扱われている O また，これらは何の前触れもなく出てくるの
で，なぜ日本人がアメリカの西海岸にいるのかということの説明がつかない。
実は，この1906年の2つの事件は，日露戦争でヨーロッパの大国ロシアと対等に
戦った日本が世界の中での地位を上昇させつつあることに対する警戒感から，当時
のアメリカ社会においてそれまではほぼ無視されていた日本人移民が脅威として注
目されるようになり，それが同時に，以後しだいに悪化していく日米関係の端緒と
なるという文脈の中の事例として登場するのである O しかし，その前提となる，日
本人がアメリカへ移民したことについては一切触れられていないし小学校および
中学校段階でもそれが扱われたことはないのである O
このような歴史教育からの「移民史」の欠落が，在住外国人に対する誤解や偏見
の一因になっている。少なくとも日本には「出移民」の歴史があったこと，また，
かつての「出移民」の子孫が現在の「入移民」であることだけでも認識させること
が重要で、あろう。また，以下の移民史概観からわかることだが， r出移民」におい
ても，現地での偏見，差別，誤解により，搾取や虐待が日常化していた。それを知
ることが，今の「入移民」の境遇を理解する助けになると思われるO
( 2 )移民史研究の動向と視点
近年，日本では， r入移民」の増大とともに，移民をテーマとする文献が，記録
や評伝にとどまらず，多くの学術的研究の成果が出版され，その研究動向をまとめ
たものも出版されている O また，移民史研究の中には，自らの研究の方法論を明記
したものもある。
それらにおいては， r移民」を次のように定義している o 1移民」とは， r人権と
しての移動の自由を持った人々」のことで， r植民j，r強制移民j，r奴隷貿易j，
「難民j，r亡命者」などとは区別される。また， r移民」は， 119世紀以降の産業
化・都市化との同時性」を持った「近代的現象」であり，おもに「発展途上国から
先進諸国への労働力の国際移動」である。この結果，移住先において「移民」は
「外国人労働者」とみなされる O さらに特徴として， r家族をともなった」移住とな
るのである。また，移民史研究における「日本人移民の特殊性」は， r出移民」と
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「入移民」の両方があること，また， r出移民」として海外に渡った人々の中で日本
へ帰国する「出稼ぎ」あるいは「還流者」と呼ばれる人々と， r永住者」としての
資格を移住先で獲得する人々に分化することなどである O 前者は，日本がかつての
発展途上国から先進国へと成長したことが原因であろう。後者は， r故郷に錦を飾
る」のことばどおり， r成功者」として出生地に帰ることが移民の目的だからであ
り，成功者になれなかった人々は仕方なく移住先で一生を終えるのである O この日
本人移民独特の考え方が，アメリカ杜会の中では奇異に見られ排斥の一因となった。
移民史研究の視点は，大まかに分けて，以下の 5つの視点がある。
① 移民を送り出す側の事情。「プッシュ要因」と呼ばれる。
② 移民を受け入れる側の事情。「プル要因」と呼ばれる O
③ 移民を送り出す国と受け入れる固の国際関係。
④ 移住先における移民と社会の関係。
⑤ 移住先における移民社会(コミュニティ)形成。
このうち，④は，多くは，エスニック=マイノリティとしての立場について研究
されるほか，移住前後の社会的地位の上下，適応・同化についての研究もある。
①の「プッシュ要因」については，日本の中で，移民を多く送り出した地域とそ
うでない地域にわかれるため，地域別・県別に背景を研究することが多い。また，
日本にはかつて出移民を促進するための機関・組織があったことも解明されてい
るO
②の「プル要因J，③，④および⑤では，アメリカ合衆国本土および、ハワイへの
移民についての研究が充実している。これは，移民自体の人数が多かっただけでな
く，戦後，日米関係が密接になり，研究者が調査しやすくなったことに加え，日系
アメリカ人の中で研究者が出たりして，研究資料などの収集・整理が進んだことが
理由として考えられる。その他の国では，カナダ，ブラジル，ペルーを除いては，
研究が少ない。
( 3 )日本人移民史概観
① ハワイ移民
ア.r元年者J
日本の移民史は， 1868 (明治元)年のハワイへの153名の移民を属矢とする。当
時のハワイは，アール・カメハメハ 5世治下の独立王国であった。のちに「元年者」
と呼ばれる最初の移民が横浜からイギリス商船「サイオト号」で出帆したものだが，
それは，その前年に徳川幕府と駐日ハワイ総領事ヴァン・リードとのあいだで締結
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された日布臨時親善協定にもとづいておこなわれた，サトウキピ耕作者および、砂糖
製造業従事者としての契約労働者募集に応じたものであった。しかし，彼らの出帆
は，明治政府の認めるところではなかった。ヴァン・リードが商人であり，明治政
府の信用に耐えず，移民が奴隷として転売されるといううわさもあったからである。
イ.I官約移民」
ハワイ王国の努力により，あらためて日布修好通商条約が締結されたのは， 1870 
年のことであった。しかし，そののちもしばらくは，移民の送出は見送られた。そ
こで， 1884年，人口減少による労働力不足に悩むハワイ国王カラカウア自らが訪日
し，治外法権を破棄するなどの条件をしめすなど粘り強い交渉が続けられ，ょうや
く， I官約移民」制度が整った。それは， I渡航者の旅費をハワイ王屈が負担するこ
とJ，I渡航前に労働契約を締結する必要はないし，渡航後もいかなる契約を結ぶ義
務はないJ，I渡航前にハワイ政府が給与と就職口を保証するJ，i渡航後ハワイ政府
が就職するまでの食料と住居を保証する」など，きわめて移民に有利なものであっ
た。つまり「官約」とは，移民募集の窓口になる日本政府ではなく，ハワイ政府が
これらを約定したものという意味である O
「官約移民」は1885年から1894年に終了するまでに合計26回実施され，のべ2万
9139人(うち男性2万3340人，女性5799人)の日本人がハワイへ渡った。 1880年代，
松方デフレによる経済不況と農村の大凶作にあえいでいたことが，これほど多くの
人々を移民として送り出した要因である O 第1回の官約移民募集に際しては，募集
予定600人のところに，全国から 2万8000人余の応募があった。結局，山口県420人，
広島県222人，神奈川県214人など，計945人が1985年2月8日，第 1回官約移民船
「シティー・オブ・トーキョー号」でホノルルに上陸した。山口県が最多となった
のは，当時の外務卿井上馨が地元山口県に募集の力点を置いたところ，困窮を極め
ていた大島郡(周防大島)の300人をはじめとして応募したからである。周防大島
から広島湾にかけての地域からの人々が過半数を占めたのである。
ウ.I私約移民」と「自由移民」
「官約移民」は， 1893年のハワイ革命が起こり，王政が親アメリカ派によって打
倒されたことにより，翌年の1894年をもって終了した。その後，ハワイは共和国と
なっていたが， 1898年にアメリカ合衆国に併合され，契約労働を認めないアメリカ
の法律が効力を持つことになる。しかし，ハワイへの契約移民の渡航は，私設の移
民会社によって1900年6月まで引き続きおこなわれ，のべ5万7000人が海を渡った
と考えられている。彼らは， I官約移民」に対して「私約移民」と呼ばれる。移民
会杜は，広島，東京，熊本，神戸(2 ) ，横浜，大阪で，合計7社あり，ハワイの
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サトウキピ農園主との聞で契約を結んで、，移民を募集した。なかでも，広島の「海
外渡航会社」は， 61回でのべl万732人の移民をハワイに送り込んだ。
1900年の契約移民の終了から， 1908年の I(再渡航と家族呼び寄せ以外の新規渡
航を禁止する)紳士協定」締結までの聞は，移民会社によって，約 8万4000人の自
由移民が渡航した。
この時代までのハワイ移民は，常夏の国ハワイの炎天下での慣れない長時間労働，
慣れない食べ物と粗末な住居と劣悪な衛生環境，男女比の不均衡，ことばの良く通
じない白人農園主や管理人の理不尽な横暴や虐待などに耐えながら， 1890年代後半
にはしだいに落ち着き，契約を終了した後も帰国せずに定着し経済基盤を築いて，
移民集団の中の一大勢力としてのコミュニテイを形成するまでになった。 1889年の
ベスト流行の罪を着せられたことをきっかけに， I中央日本人会jが組織され，そ
れが一部日本人の不信を買うと，新たに1905年には「革新同志会」が組織され，移
民会社や日本総領事との交渉をおこなった。
エ.I紳士協定」と「写真結婚」
1908年の「紳士協定」によって，妻子呼び寄せ以外の新規渡航が禁止されると，
最も影響を受けたのは独身男性の移民であった。現地に独身女性がほとんどいなか
ったため，窮余の策として編み出されたのが，アメリカ人には悪名の高い「写真結
婚」であるO 妻を必要とする男性が自分の写真を日本の故郷に送りそれを見た女性
がまた自分の写真を送り婚約する。女性は，それを理由に渡航を申請し，ハワイに
上陸して移民局内で結婚式を挙げ，移民の妻として入国したのである。
この1908年の「紳士協定Jが締結された最大の理由は，ハワイからアメリカ本土
への再移住，つまり転航が盛んになり，ハワイに定着する移民が激減しことが理由
である。 1901年6月から1905年4月までの聞に 3万5289人がハワイに上陸し 3万
1424人がハワイから出国したが，そのほとんどは，本土へ向かったと思われる。つ
まり，ハワイは，日本からアメリカ本土への踏み台になったのであり，ハワイはサ
トウキピ労働者の枯渇に苦しんだだけでなく，自由移民が経営していたさまざまな
事業も危機に陥れた。このため， 1807年の大統領令によってハワイからの転航が禁
止され， 1908年の紳士協定締結につながったのである。
その背景には，アメリカ本土カリフォルニアでの日本人移民への排斥運動が強ま
っていたこともあるが，最終的に1924(大正13)年7月1日施行の「北アメリカ合
衆国移民法J，いわゆる「排日移民法」の制定によって，ハワイも含めたアメリカ
への移民は終了する O 以後，ハワイの日本人は，永住を意図するようになるが，排
日感情はしだいに悪化し，ついに， 1941年12月7日，日本海軍の真珠湾攻撃を迎え
るのである。
②アメリカ本土への移民
ア.パイオニアの時代
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アメリカ本土への最初の移民も，明治の初めに，おこなわれていた。 1869(明治
2 )年に 2回にわたって， ドイツ人 E.W.シュネールに率いられた会津藩士ら約
20名がカリフォルニア州エルドラド郡ゴールドヒルに上陸した。そこは，後に，会
津藩にちなんで， r若松コロニー」とよばれることになる。そのほかにも，これと
前後して，カリフォルニアやシアトルに渡った人物は数人いるらしい。彼らは，日
系アメリカ人のパイオニアとして，その地で生涯を終えている。
移民以外に留学生も多く渡航しており，森有礼，新島裏，高橋是清，高蜂譲吉な
ど帰国後に活躍する人々もいた。また， 1871年に岩倉使節一行と同行した津田梅子
らの女子留学生の存在も忘れてはならない。しかし，彼らはあくまでも，アメリカ
で知識や技能を学んで日本に帰ることを目的としたのであり，移民の定義からは外
れよう O
いずれにしても，明治初期にアメリカ本土に渡った移民は，ハワイと比べて少な
く， 1890年のアメリカの国勢調査によれば，日本人は留学生と合わせても，男性
1780人，女性259人で，合計2039人しかいなかった。しかし，彼らは，比較的集中
しており，サンフランシスコでは， 1877年， r福音会」なる日本人会が成立した。
イ.ハワイからの転航
アメリカ本土への移民が急速に増えるのは，前項で、述べた1900年以後のハワイの
自由移民の転航による。転航が増えた理由は，カリフォルニアの繁栄の情報が伝わ
り，ハワイでの成功が望めないものがそれに飛びついたこと，また，日露戦争の終
結により，日本の余剰労働力がハワイへ移り，さらに，本土へ移ったことが上げら
れよう O ハワイからの本土への転航は， 1906~ 7年がピークで，この 2年間で4万
6千人にのぼる O
ウ.排日の動き (r出稼ぎ」への不満)
カリフォルニアでの日本人移民は，ほとんどが農園や土木工事に従事したが，こ
の結果，これらの業種での労賃が低下し，排日の火の手が上がった。その端緒が，
1906年，サンフランシスコで起こった「日本人学童隔離事件Jで，アメリカ生まれ
の児童までもその対象となった。アメリカ生まれのいわゆる「二世」は，憲法上，
自動的にアメリカの市民権を得ているのにである O 結局，この隔離事件は， 1907年
の「転航禁止」の大統領令の代償として解消されたが，アメリカ人の対日本人移民
感情はしだいに悪化した。
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その背景として， 1906年4月18日のサンフランシスコ大地震に端を発したアメリ
カ経済の不況もあるが，最も重要な理由は，日本側の移民に対する考え方，つまり，
移民といつでもあくまでも「出稼ぎ」が目的で， I定住」ではないことが，国づく
りの上で移民に「定住」を期待するアメリカ側の考えと相違したことである。「出
稼ぎjはその地の富を持ち帰ってしまうことを意味するからである。この日本人移
民への不信感は，そのマナーの低劣さや習慣の違いにより増幅された。また，紳士
協定後の呼び寄せのための「写真結婚」も，アメリカ人には理解しがたく，排斥運
動の材料となった。
1907年以降，日本人の土地所有禁止法案が，たびたびカリフォルニア州議会に提
出された。それが正式に法律となるのは， 1913年の「ウエッグ法jで，その 8月か
ら発効したのである。これによれば，アメリカ市民ではない日本人の土地所有が禁
止され 3年間以上の借地も不可能になった。この排日土地法は，日本人移民の多
かった，ワシントン，ネプラスカ，テキサス，オレゴン，モンタナ，アイダホの各
州でも制定された。このことは 当時約6万人にも膨れあがっていた日本人移民に
大きな打撃を与えたのはもちろんであるが，その背景に，彼らがあくまでも「出稼
ぎ」であり，アメリカ市民になる傾向を持たないことに対するアメリカ人の不満が
あったことを島酌しなければならない。事実， 1910年の国勢調査において，帰化し
てアメリカ市民となっていたのは，わずかに420名であった。また， I定住」して，
家族を持てば，生まれた子供がアメリカ市民として土地所有権も借地権も持てるの
である O
エ.帰化問題と排日移民法
日本人移民の帰化権が保証されていたかといえば，問題がないわけではない。
1906年に改正された帰化法では，帰化できない外国人のリストに日本人がないのに
もかかわらず，連邦政府の司法省が全国の裁判所に，日本人の帰化申請を拒否する
ように訓令を出していたのである。
この連邦政府の判断は，カリフォルニアなど日本人移民と接していたアメリカ人
の意識とは少し異なり，日露戦争で大国ロシアと対等に戦う力，特に，日本海海戦
において発揮された海軍力を，同じ太平洋に面する国家として脅威と捉え，危機感
を持つにいたった結果である。いずれにしても， I定住」の意思が薄く，また帰化
権を有しない日本人を移民として認めることはそれ自体矛盾したため， 1924年の
「アメリカ新移民法J(排日移民法のこと)の制定により， 1908年の「紳士協定」が
破棄され，日本人は，官吏，旅行者，宗教家，大学教授，留学生，国際商人， 1924 
年以前に居住していた者の再入国を除いては，一切の入国が禁じられた。つまり，
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新規の移民の道は完全に閉ざされたのである O
この結果，在米日本人および日系アメリカ人のコミュニティは，新しい方向を進
むことになる。新たな移民を獲得することで活性化を求めていた時代は終わり，ア
メリカ生まれの三世・三世を支柱として，アメリカ社会の一翼を担うことを余儀な
くされるようになったのである O
(20) 
③ ブラジル移民
ア.第 1回移民船の出港
1924年の「排日移民法」によって，アメリカを締め出された日本人移民が，あら
たに矛先を向け，急激に数を増すのが，ペルー，メキシコ，ブラジルなどラテンア
メリカ諸国への移民である。なかでも，ブラジ、jレへの移民が中心になる。
最初のブラジル移民は， 1908 (明治41)年4月28日に，神戸港から東洋汽船株式
会社所属の笠戸丸で出航した， 793人(契約移民165家族781人及び自由渡航者12人)
の人々であった。笠戸丸は，神戸からシンガポールを経由，インド洋を横断して，
さらにケープタウンに寄港し，同年6月18日，ブラジルはサンパウロ郊外のサント
ス港に到着した。 52日間の長い船旅であった。移民の出身地は 1府10県に限られて
いた。契約移民781人中，沖縄県出身者が324人，鹿児島県出身者が172人で，この
両県で過半数を占めた。その他も，熊本県や広島県など，多くは西日本の出身であ
った。
第1回の契約移民をブラジルに送ったのは，皇国殖民合資会社(代表:水野龍)
で， 1908年2月，サンパウロ州政府との間で r3年間に3000人の移民を送る」契約
を結び，すぐに，第 1年分の家族農業移民1000人を募集していたのである。
この最初の移民がおこなわれた背景には，杉村駐ブラジル公使によるブラジル移
民奨励策があった。杉村公使の前任者の大越公使は，移民には反対の立場をとって
いたO それは，その時期のブラジルがコーヒー価格の暴落により経済不況に陥って
いたことが大きい。それまで ブラジ、ルへは 人口過剰の東・南欧から大量の移民
がコーヒー園の労働者として渡っていたが，この価格暴落により移民は停止され，
主力で、あったイタリア移民も帰国するような状況であった。しかし，杉村公使が赴
任した1905年には，コーヒ一価格も上昇し始め，コーヒ一国労働者が不是していた。
杉村公使は赴任早々サンパウロ市長らから大歓迎を受け，サンパウロ州大統領から
もじきじきに移民派遣を要請されている O 前任職(在朝鮮日本公使館主席書記官)
で，民衆の強い反日感情の渦中に身を置いていた杉村からすれば，感激に値するこ
とであった。また， 1905年といえば，日露戦争が終結した年で，日本がブラジル人
の敬慕を得ていたと考えられる。杉村が日本の外務省に送った報告書は，新聞で報
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道され，資本家や移民会社だけでなく，一般の人々にも注目されることになった。
仙台の貿易商藤崎三郎助は，サンパウロに藤崎商会を設立し，のちに困窮した日本
人移民を助けたり，ブラジ、ル政府との交渉をしたりするまでになった。
イ.第 1回移民の生活実態
1908年6月18日，サントス港に到着した793人の移民のうち契約農民であった781
人は約 1週間の収容所暮らしののち，サンパウロ市内に残った若干名を除き，サン
パウロ州内の 6か所のコーヒー耕地に，分散して移った。
契約期間は 1回分のコーヒー採取期間(約半年)。賃金は日給の場合2ミルレ
ース(1円20銭)もしくは2.5ミルレース(1円50銭)，請負の場合コーヒ」採取1
袋につき0.5ミルレース (30銭)であった。 1日に少なくとも 4袋は採取できるは
ずで，頑張り次第でそれ以上も見込まれた。
当時の日本の給与は，大工職人の日当が1日40銭，小学校教員の月給が8円，巡
査の月給が10円であった。したがって，移民にとって，コーヒー採取をすれば，月
に35， 6 円になり，日本にいる 3~4 倍は儲けることができると思われた。家族で
働けばさらに収入は増えるはずであった。
しかし，現実は，甘くなかった。慣れないためもあったが，この年のコーヒーは
凶作であり，家族4人で作業しでも 1袋を採取できるかできないかで、あった。つま
り，日本で働いていたほうがましであった。遠く地球の反対まで、やってきてこれで
は，やりきれなかった。生活費さえ出ない有様では，貯蓄をして「故郷に錦を飾る」
ことは到底できない，この状況は，どの農園でも同じであった。居住環境も食糧も
劣悪であり，彼らの不満は，移民会社から各農園に派遣された通訳や代理人にぶつ
けられた。言葉が通じない以上，農園主に当たるわけにはいかなかったのである O
また，農園主も，その10年前までは，黒人奴隷を使用しており，奴隷との区別がつ
かないまま移民を遇したのである O
ついには皇国殖民合資会社代表の水野龍が移民を慰撫するため，農園の 1つズモ
ン耕地を訪れたが，火に油を注いだ形になり，移民の激昂は収まらなかった。「移
民会社は移民を食い物にしている。明日にも日本に帰してくれJという声が上がっ
た。混乱を抑えるため，水野は移民を収容所に戻した。また，サン・マルテイニ耕
地では約束の賃金日払いが実行されず，法外な金額で日用品を掛け買いさせられる
という農園主の搾取がおこなわれたため，ストライキが勃発し，退耕するものが続
出した。他の農園でも事情は大体同じであった。 9月には，契約農民のうち契約ど
おり農園で働いていた者は， 191人に減っていた。離散した人々は，サンパウロま
たはサントス市内で居住したり，鉄道敷設工事に従事したりした。結局，契約書は
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文字通り反古となり，第1回移民は失敗に終わったといえる。
ウ.第 2回以降の移民
第1回の移民が失敗に終わったあと，第 2回の移民が出発するまでは 2年間の
空白があった。第2回は， 1910年5月4日， 906人の契約移民が神戸港を旅順丸で
出港し 6月28日サントス港に着いた。この移民は，皇国殖民合資会社から権利を
譲渡された高知県の富豪竹村与右衛門の「竹村商館」によっておこなわれ，前回の
失敗にかんがみ，契約期間を 2年とし，移民は，州政府からの渡航費補助金の一部
を給料の中から農園主を通して償却する義務を付された。また，就労後の紛争に備
え，ストライキなどの行為が禁じられていた。この結果，第 2回では，退耕した者
は250人にとどまり，一応の成功を収めたといえよう。
以後，多少の停滞はあるが，おおむね順調に移民がおこなわれ，移民会社も増え，
乱立状態とも言える様子になった。このため， 1917年，東洋移民会社を中心に統合
が行われ， 1海外興業」が設立された。この「海興」は，ただ移民と農園主の聞の
契約を仲介し，移民を監督するのではなく，直営植民地を経営し，本格的な移民事
業を行った。
その後，ブラジル移民は， 1941年の太平洋戦争勃発により中止されるまで継続さ
れ， 1951年のサンフランシスコ講和条約締結により復活する。満蒙からの引き上げ
者を中心に， 1955年には，戦後初の大量移民 (828人)が，ブラジル丸で海を越え
た。 1960年代前半が戦後の最盛期で，日本国内で続々と閉山となった炭鉱の労働者
が職を求めて移住した。結局 ブラジルへは戦前19万人戦後6万人の計25万人
が移住し，そのうち17万人が現地で物故者となったのである。しかし，現在，ブラ
ジルには，約130万人の日系人がいるといわれ，日系人集団とてしては世界最大と
なっている。
4.展望一身近な地域の歴史としての移民史学習へ
最新の学習指導要領では，身近な地域の歴史を学習することの意義が，ことのほ
か強調されている O 中学社会科歴史的分野では，この「地域の歴史Jが1つの特徴
である O 内容の中項目 1(1)歴史の流れと地域の歴史」の小項目「イ」で「身近
な地域の歴史を調べる活動を通して，地域への関心を高め，地域の具体的な事柄と
のかかわりの中で我が国の歴史を理解させるとともに，歴史の学び方を身につけさ
せるJとあり，歴史への親近性が生徒の興味・関心を呼び起こすことを目的として
いる。高等学校日本史でも，同様のことが求められている。
身近な地域の歴史として取りあげる事象は，必ずしも全国史である日本史と連関
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したものである必要はなく，むしろ，全国史としては取り上げにくいもので，その
地域の特色が浮き彫りになるような事象のほうが好ましいのではないだろうか。
筆者は，隠岐地方の歴史として後鳥羽上皇にまつわる史跡を身近な地域の歴史の
教材として取り上げることの功罪を論じたことがある O 承久の乱により隠岐に流刑
となった後鳥羽上皇を取り上げることは，日本史の中の重要な歴史事象ではあるが，
隠岐を流刑地として印象付けることになり，それを学ぶ隠岐地方の生徒にとっては，
かえって，歴史への興味をそぐことにつながることを危倶したのである O 隠岐地方
は，江戸時代における日本海交易の拠点としての重要性を学習する方が，現在の隠
岐地方を理解するための歴史的特色としては適切であろう O
前述したように，現在，ニューカマーが多く定住する地域は限られており，その
うち，移民を送出した歴史もある地域は，身近な地域の歴史を学習するのに適して
いると言えよう O 筆者の住む広島県は，外国人登録者数では，全国で12番目である
が，やはり 1990年以降，ブラジル人やフィリピン人など，ニューカマーの定住が増
えている。〈表3)
表3 広島県の年次別国別外国人登録者数
年 総数 韓国・朝鮮 中 国 ブラジル フィリピン アメリカ ベルー
1985 15，602 13，686 592 425 
1990 17，046 13，008 1.136 642 624 
1995 20，856 11，984 2.702 2.543 1.099 661 360: 
2000 23.113 10，815 4.158 3.533 1.668 663
1 
391 
男 10，512 5.074 1.768 1.849 223 403 209 
女 12.601 5.741 2.390 1.684 1.4451 260 182 
一方，広島県は，第 1回移民船よりず、っとブラジル移民を輩出している O また，
ハワイやアメリカ本土へもかなりの移民を送出している。〈表4) 
そこで，今後の課題として， r出移民」と「入移民Jにかかわることとのできる
広島県の移民史を対象に「身近な地域の歴史」学習の教材開発の可能性を探ってみ
たい。
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表4 広島県の累計移民数の全国的位置 (1899~1932) 
1899~1932年 1885~1894年(官約移民)
道府県名 累計人数 全国比 順位 累計人数 全国比 !瞭位
(人) (%) (位) (人) (%) (位)
広 島 92.716 16.8 1 11.122 38.2 1 
熊本 61.400 11.1 2 4.247 14.6 3 
沖縄 55，706 10.1 3 
福岡 44，793 8.1 4 2，180 7.5 4 
山 口 42，824 7.8 5 10，424 35.8 2 
和歌山 28.026 5.1 6 55 0.2 10 
福島 19，921 3.6 7 
岡 山 19，728 3.6 8 62 0.2 9 
長崎 17，329 3.1 9 
北海道 18.983 2.9 10 
新潟 14.393 2.6 11 514 1.8 5 
注
(1) i多文化共生社会」という用語は，ようやく定着しつつある。学術研究としては，桃山
学院大学総合研究所が， ir共生』社会 文化的多元主義に関する学際的研究」というテー
マで， 1992年より 3年間の研究プロジェクトを 2期 6年にわたって行い， i多文化共生社
会Jを体系的に明らかにしている。徐龍達・遠山淳・橋内武編著『多文化共生社会への展
望j(日本評論社， 2000年5月刊)を参照。また，日本経済のグローパリゼーションと外
国人労働者の関係については，伊7象谷登士翁『グローパリゼーションと移民j(有信堂，
2001年7月刊)を参照。
(2) 田村太郎『多民族共生社会ニッポンとボランティア活動j(明石書店， 2000年4月刊)， 
24ページ参照。
(3) 国際理解教育研究の動向については，日本社会科教育学会「社会化教育事典j(ぎょう
せい， 2000年10月刊)， 78~79ページ，および全国社会科教育学会[社会科教育学研究ハ
ンドブックj(明治園書， 2001年10月刊)， 404~413ページに詳しい。いずれも， i内なる
国際化J. i外国籍住民の増加」に対応した国際理解教育の必要性を指摘している。ただし，
その視点としては，後者で， iマジョリティの文化も 1つの文化として相対化」すること
を指摘するにとどまっている (408ページ)。その一方で，外国人労働者問題を重視し，そ
の視点から国際理解教育を行うことを主張したのが，藤原孝章『外国人問題をどう教える
かj(明石書庖， 1994年3月刊)である。
(4) 法務省の外国人登録に関する統計は，ホームページより公開されており，簡単に参照す
ることができる。
URLは，http://www.moj.go.jp/PRESS/020611-1I020611-1.html. 
(5) 日本社会における日系ブラジル人労働者の全体的な理解については，リリ1村『日本社
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会とブラジル人移民.1 (明石書庖， 2000年5月刊)を参照。静岡県西部における日系ブラ
ジル人労働者の状況について調査・研究したものとして，池上重弘編著『ブラジル人と国
際化する地域社会.1(明石書庖， 2001年8月干のがある O
(6) また，全般的に，日本に定住するようになった外国人労働者にたいして，日本社会には
構造的不平等があることが指摘したものとしては，駒井洋「日本の外国人移民.1 (明石書
庖， 1999年12月刊)。また，神奈川県川崎市と愛知県豊橋市におけるラテンアメリカ出身
の日系外国人の課題を調査し，欧米における移民の問題と比較しながら，体系的にまとめ
たものとして，宮島喬・梶田孝道編『外国人労働者から市民へj(有斐閣， 1996年9月刊)
がある O 池上重弘編著，前掲書では，ブラジル人をめぐる課題を「居住」・「教育」・「医療」
の3分野に整理している O
(7) 田村太郎が前掲書において， 1ことばの壁J1制度の壁J1こころの壁」からなる 13つ
の壁」と表現しているものに基づいた。
(8) 日本の教育制度と外国人労働者の子どもの摩擦についての代表的な研究としては，志水
宏吉・清水陸美編著 fニューカマーと教育 学校文化とエスニシティの葛藤をめぐってJ
(明石書庖， 2001年9月刊)を参照。
(9) 多文化共生センターひろしま主催 12002年度第1回日本語指導者セミナー資料 広島市
における外国人児童・生徒の受け入れと日本語教育の現状と課題J(須藤とみゑ)より。
同 日系人労働者が感じている日本人による偏見や差別について，法政大学日本統計研究所
と比較経済研究所が， 1991年から1999年にかけて，アンケート方式により実態調査を行っ
ている。西川大二郎「来日日系人労働者の動向Jr国際労働力移動のグローパル化 外
国人定住と政策課題.1 (法政大学比較経済併究所・森康正編，法政大学出版局， 2000年3
月刊) 377~404ページを参照。
(n) 田村太郎，前掲書， 41ページ参照。
(12) 高等学校用教科書では， r詳説日本史 B.I(山川出版社)において触れられているのみで
ある。しかも，本文ではなく脚注部分に記述されている。
側 移民研究会編「日本の移民研究.1 (日本アソシエー ツ， 1994年9月刊)が代表的である O
同 有末賢「移民研究と生活史研究 日系人・日系社会研究の方法論的課題Jrアメリカ
の日系人 都市・社会・生活 .1 (柳田利夫編著，同文館， 1995年3月刊， 229~256ペ
ジー)は， 1移民概念の再検討」を行っており，荒井芳虞 Irアメリカ大陸における日本人t
その研究の地平J(同書， 257~280ページ)は，移民研究の中における日本人移民の特殊
性を取り上げている。
同 日本人の明治以降の「出移民」の歴史を実証的にまとめた研究としては，まず，児玉正
昭『日本移民史研究序説.1(渓水社， 1992年2月刊)があげられる。
同 ハワイ移民の歴史については，児玉正昭，前掲書のほか，今野敏彦・藤崎康夫編著
H増補〕移民史E アメリカ・カナダ編.1 (新泉社1986年5月刊)， 14~164ベ」ジを参照。
間 アメリカ本土への移民については，今野敏彦・藤崎康夫編著 r[増補〕移民史E アメ
リカ・カナダ編.1， 165~252ページを参照。
同 この事件については，賀川真理『サンフランシスコにおける日本人学童隔離問題.1 (論
創社， 1999年3月刊)に詳しい。
国 もちろん，日本人移民の中でも， 1出稼ぎ」ではなく， 1定住」・「永住」をめざし，また
それを提唱した人々もいる O そんな人々のなかの 1人でジャーナリストの鷲津尺魔を扱っ
た佐渡拓平『カリフォルニア移民物語.1 (亜紀書房， 1998年12月刊)がある O
凶 ブラジル移民については，今野敏彦・藤崎康夫編著 H増補〕移民史I 南米編.1 (新泉
多文化共生時代の歴史学習 47 
杜， 1994年1月刊)を参照。
加) 移民の実情については，内山勝男『蒼恨の92年 ブラジル移民の記録j(東京新聞出版
局， 2001年1月刊)を参照。
同拙稿「教育実習訪問指導と『身近な地域の歴史jJr教職課程年報j第4号(広島経済大
学， 2002年刊)参照。
側広島県の移民史については，児玉正昭，前掲書のほか， r広島県移住史j(通史編，資料
編)が代表的な研究書である。
凶広島県の統計を加工した。なお，数字の記入がない欄があるのは，ホームページ上にそ
の項目がないからである。おそらく，少数で，必要がないためであろう。
ホームページの URLはhttp://db1.pref.hiroshima担/data/tba/tba08-501.xls 
凶 『広島県移民史j9ページを加工した。
付記
本稿の一部は，第52回日本社会科教育学会全国研究大会 (2002年10月27日)で発
表した内容である。
